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事     業     報     告  

 

自   令和  ２年  ４月  １日  

至  令和 ３年  ３月３１日 

 

１ 会社の現況に関する事項  

（１）事業の経過及びその成果 

 下水道は都市活動や都民生活に不可欠な基幹的施設であり、汚水の処理、雨水の排

除といった基本的役割とともに、公共用水域の水質保全や地球温暖化への対応等、環

境への貢献が求められております。 

  当社は、東京下水道グループの一員として、東京都下水道局との一体的な事業運営

により下水道サービスを将来にわたり安定的に提供することに努めております。 

当期におきましては、下水道管路の維持管理や施工管理等に関する事業、水処理・汚

泥処理施設の運転・管理に関する事業、下水道に関する調査研究事業等を着実に実施いた

しました。 

また、新たな受託事業につきましては、神奈川県湯河原町の処理場「湯河原町浄水セ

ンター」の維持管理支援業務を受託いたしました。 

また、下水道事業における技術的課題の解決のため、新たな技術開発に積極的に取り

組み開発した、下水道管路内作業の安全性を向上する新しい換気システム「ホールエアス

トリーマ（HAST-e）」について、開発技術の普及拡大にも努め、台湾(中華民国)企業の NO 

DIG 社とライセンス契約を締結いたしました。 

さらに、東京下水道の技術とノウハウを盛り込んだ「マレーシア下水道整備プロジェ

クト」の実現に向け、都と連携して技術支援に取り組みました。コロナ禍の影響で渡航制

限されておりましたが、引き続き、リモートにより施設の立ち上げ・総合試運転への支援

をおこない、建設は無事完了いたしました。 

 

  こうした多岐にわたる事業を着実に推進するため、執行体制を確保するととも

に、各部門の連携強化による総合力を発揮することで、より適正かつ効率的な経

営に努めてまいりました。新型コロナウィルス感染症対策の影響もございました

が、その結果といたしまして、第３７期の本事業年度において売上 24,717,315,648

円、経常利益 527,514,449 円、当期純利益 386,799,147 円を計上いたしました。  
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（２）主な事業  
    当社の令和２年事業年度における主な事業は、次のとおりです。  

 
① 下水道管路関連事業  

項   目  内   容  

下水道事務所出張所業務 区部全域の下水道管路施設の維持管理業務を行った。 

建 設 発 生 土 改 良 業 務 中川建設発生土改良プラント並びに小菅及び平和島

発生土仮置き施設の管理業務を行った。  

下 水 道 台 帳 情 報 
シ ス テ ム 業 務 

区部全域、多摩地域１４市町及び千葉県香取市の下水

道台帳情報システムの保守及びデータ更新作業を行

った。  
光ファイバーネットワーク  
管 理 業 務 

光ファイバー施設及び情報ネットワーク設備の保守

管理業務を行った。  

積算システム関連業務 下水道用積算システムの保守、設計書作成補助業務及

び設計補助業務を行った。  

工 事 監 督 補 助 業 務 
中部、北部、東部第一、西部第一、西部第二の５下水

道事務所管内における再構築面整備及び改良工事に

係る工事監督補助業務を行った。  

緊 急 処 理 受 付 業 務 休日夜間等の下水道管の故障、苦情等の受付を行っ

た。  

排 水 設 備 調 査 業 務 指定排水設備工事事業者が施工した宅地内排水設備

の施工状況調査を行った。  

保 守 管 理 立 会 業 務 
夜間に下水道施設に近接して施工する他企業工事等

による損傷事故抑止のための保守管理立会業務を行

った。  
 

② 水処理関連事業  

項 目  内 容  

水処理施設保全管理業務 
区部１３水再生センターのうち１２水再生センター

及び水再生センターから遠制しているポンプ所４７

箇所の水処理施設の保全管理業務を行った。  

ポ ン プ 所 施 設 
保 全 管 理 業 務 

中部、北部、東部第一、東部第二、南部の５下水道事

務所全てのポンプ所施設（３６箇所）の保全管理業務

を行った。  

再 生 水 業 務 新宿副都心水リサイクルセンター及び芝浦、有明の２

水再生センター等の再生水設備の管理業務を行った。 

水 質 試 験 業 務 区部１３水再生センターの水質・汚泥試験等業務を行

った。  

維 持 管 理 支 援 業 務 

神奈川県湯河原町の処理場（湯河原町浄水センター）

において、水質管理を中心に維持管理の課題解決に向

けた改善方法を提案するなどの技術的サポートを行

った。  
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③ 汚泥処理関連事業  

項 目  内 容  

汚 泥 処 理 業 務 
みやぎ、新河岸、葛西、森ヶ崎の４水再生センター並

びに南部及び東部スラッジプラントの全６箇所の汚

泥処理施設の管理業務を行った。  

汚 泥 炭 化 施 設 
運 転 管 理 業 務 

東部スラッジプラントにおける汚泥炭化施設の運転

管理業務を行った。  

粒 度 調 整 灰 
製 造 ・ 販 売 業 務 

汚泥焼却灰を粒度調整し、コンクリート二次製品原料

等として販売を行った。  
 
 

④ 調査研究及び研修事業  

項 目  内 容  

下 水 道 新 技 術 
調 査 ・ 研 究 業 務 

下水道土木・設備技術に係る調査業務及び事業効率化

のための民間企業との共同研究など技術開発を行っ

た。  

下水道研修センター業務 下水道局実務研修の受託、民間事業者向け研修の企

画・実施及び下水道アーカイブス業務を行った。  

 
 

⑤ その他の事業  

項 目  内 容  

国 際 展 開 業 務 

マレーシアのランガット地区等における海外水イン

フラプロジェクト等の支援を行った。また、ＳＰＲ工

法、水面制御装置等の個別技術の海外展開等を行っ

た。  

駐 車 場 管 理 業 務 東坂下、新河岸、落合、池尻、蔵前、成城、中川、芝

浦の８地域の駐車場管理を行った。  

下 水 道 施 設 見 学 者 
対 応 業 務 

区部１３水再生センター及び蔵前水の館の施設見学

受付及び施設見学案内を行った。  

排水設備工事責任技術者 
資格試験及び更新講習 
関 連 業 務 

排水設備工事責任技術者資格試験業務等の運営代行

及び更新講習会等への講師派遣を行った。  
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（３）会社が対処すべき課題  
当社は、東京都からの受託事業を着実に履行するとともに、その過程で培われた技術・ノ

ウハウを活用した技術開発を推進することで、下水道事業の効率的な運営に寄与してまい

りました。 

今後も、東京下水道グループの一員として、東京都との一体的な事業運営を行い、下

水道サービスの維持向上を図る役割を確実に担っていくため、長期にわたって安定した経

営を行っていく必要があります。 

このことから、多様な人材確保の取組に加え、人材の計画的、継続的な育成と確実な技

術継承を図るとともに、行政経験の活用と民間活力を結集した事業執行体制の整備・強化

を行ってまいります。 

 

東京都では、令和３年３月に政策連携団体の経営力の強化を含む「シン・トセイ 都政の

構造改革ＱＯＳアップグレード戦略」が策定されました。当社におきましても、同戦略を

踏まえ経営改革プランを策定し、ＤＸ推進等の自律的な経営改革を進めるとともに、

経営情報の更なる見える化に取り組んでおります。 

 
また、令和３年３月には、経営戦略アクションプラン２０２１を策定いたしました。２

０年後の２０４０年にありたい姿を経営ビジョンとして掲げ、２０２１年度から２０２５

年度までの５か年における具体的な取組をお示ししております。社員全員で、この取組の

達成を目指すという強い思いを共有しながら、さらなる挑戦を続けてまいります。 
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（４）財産及び損益の状況の推移  
(単位:千円) 

 
 

 

第 34 期 

 

平成２９ 

事業年度 

 

第 35 期 

 

平成３０ 

事業年度 

 

第 36 期 

 

令和元 

事業年度 

 

第 37 期 

 

令和２ 

事業年度 

（当 期） 

売 上 高 24,948,903 25,213,319 26,475,392 24,717,316 

経 常 利 益 2,397,081 1,926,411 1,458,338 527,514 

当 期 純 利 益 1,553,624 1,245,614 948,702 386,799 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 776 622 474 193 

総 資 産 16,774,294 18,588,243 19,951,170 19,954,023 

純 資 産 10,329,592 11,570,207 12,508,910 12,890,709 

 

（５）従業員の状況 

                        （令和３年３月３１日現在  単位：人） 

都 派 遣  固  有  嘱  託  計  

 
２４６ ２７９ ４２４    ９４９ 
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２ 会社の株式に関する事項 

（１）会社が発行する株式の総数        ８，０００株  

（２）発行済株式の総数               ２，０００株  

（３）株主  
                      （令和３年３月３１日現在） 

株       主       名 
当社への出資状況 

 持 株 数（株）       持株比率（％） 

  東 京 都    １，０００     ５０．００ 

  一般社団法人東京下水道設備協会        ３７０     １８．５０ 

  損害保険ジャパン株式会社         １２０       ６．００ 

  明治安田生命保険相互会社  １２０       ６．００ 

  株式会社みずほ銀行        １００       ５．００ 

  みずほ信託銀行株式会社        １００       ５．００ 

  株式会社三菱ＵＦＪ銀行          ７０       ３．５０ 

  朝日生命保険相互会社          ６０       ３．００ 

  東京海上日動火災保険株式会社          ６０       ３．００ 

               計    ２，０００   １００．００ 

  （注）当社の株主への出資はありません。 
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３ 会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

 
                                                      （令和３年３月３１日現在） 

   地        位     氏       名        担当または他の法人等の代表状況等 
  
代表取締役社長  

 
取締役副社長  

 
専務取締役  

 
専務取締役  

 
取   締   役  

 
監   査   役  

 
岸 本 良 一 

 
片 岡 啓 治  

 
池 田 匡 隆 

 
熊 谷  透 

 
小 林 忠 雄 

 

石 田 大 介 

 

 
 
一般社団法人東京下水道設備協会 名誉顧問  

 
 
 
 
 
 
 東京都下水道局 総務部長  

 

株式会社みずほ銀行 公務部長 

 
（注）当期中の取締役及び監査役の異動は次のとおりです。 

 

選 任  代 表 取 締 役  岸 本 良 一（令和２年 ７月 １日就任） 

取  締  役  小 林 忠 雄（令和２年 ６月２９日就任） 

 

退 任  代 表 取 締 役  渡 辺 志津男（令和２年 ６月３０日退任） 

取  締  役  矢 岡 俊 樹（令和２年 ６月２９日退任） 
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４ 適正な業務を確保するための体制 

   当社は、会社の適正な業務を確保するための体制整備（内部統制システム整

備）に関する基本方針を次のとおり定めております。 

   その概要は次のとおりです。 

（１）コンプライアンスの推進に関する体制 

   企業活動のあらゆる場面において関係法令や定款を厳守するとともに、地球

環境保全、社会貢献、人権尊重等について、全社員が誇りを持って行動するた

めの体制を整備します。 

（２）情報の保存及び管理に関する体制 

   取締役の職務執行に関わる情報については、関係法令や社内規定に基づき適

切に保存管理するとともに、漏洩防止に必要な措置を講じます。 

（３）リスク管理に関する体制 

   当社を取り巻くリスクに対しては、関係規定に沿った体制により的確な対応

を行うとともに、リスク発生時には、損害の発生を最小限にとどめるための体

制を整えます。  

（４）その他 

   取締役、監査役及び使用人が各々の職務を適正に執行するための体制を整え

ます。 
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（令和３年３月31日現在）

金       額 金       額

（資  産  の  部） 円 （負　債　の　部）　　　 円

流  動  資  産　　　　　17,274,829,302 流  動  負  債　　　　 5,814,303,657

7,544,177,796 4,706,842,583

9,184,440,073 3,522,930

180,964,668 303,204,298

3,167,234 264,591,100

112,270,287 14,269,900

65,150,463 68,208,800

1,644,398 55,944,046

176,912,200 397,720,000

6,102,183

固  定  資  産 2,679,193,884 1,249,010,044

有 形 固 定 資 産　　　1,410,289,275 41,554,194

建 物 505,479,510 428,610,450

構 築 物 1,560,794 755,106,000

機 械 及 び 装 置 29,711,542 23,739,400

車 輌 運 搬 具 1,462,824

工具、器具及び備品 168,821,139 7,063,313,701

リ ー ス 資 産 677,073,850

その他有形固定資産 26,179,616 （純　資　産　の　部） 円

無 形 固 定 資 産　　 373,810,404 12,890,709,485

商 標 権 300,000 100,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 308,477,404 12,790,709,485

電 話 加 入 権 3,783,000 18,500,000

その他無形固定資産 61,250,000 12,772,209,485

投資その他の資産　　　 895,094,205 損害賠償補填積立金 6,000,000,000

関 係 会 社 株 式 173,700,000 移転対策積立金 1,360,000,000

投 資 有 価 証 券 200,000,000 繰越利益剰余金 5,412,209,485

長 期 前 払 費 用 223,461

繰 延 税 金 資 産 409,799,564 12,890,709,485

敷 金 111,371,180

19,954,023,186 19,954,023,186資 産 合 計

賞 与 引 当 金未収還付法人税等

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

純 資 産 合 計

負債及び純資産合計

その他利益剰余金

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

株 主 資 本

預 り 保 証 金

未 収 入 金

そ の 他 流 動 資 産

固  定  負  債　　

長 期 未 払 金

リ ー ス 債 務

預 り 金

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

科        目 科 目

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 前 受 金

割 賦 売 掛 金 未 払 金

商 品 リ ー ス 債 務

貯 蔵 品 未 払 事 業 所 税

貸 借 対 照 表
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円 円

【売上高】　　　 24,717,315,648

24,717,315,648

【売上原価】　　　 23,051,961,962

23,051,961,962

1,665,353,686

【販売費及び一般管理費】 1,172,155,125

1,172,155,125

493,198,561

【営業外収益】 35,936,539

5,466,106

20,858,693

9,611,740

【営業外費用】 1,620,651

2,416

1,618,235

527,514,449

【特別利益】　　 45,482,000

45,482,000

【特別損失】　　 921,679

921,679

572,074,770

183,625,653

1,649,970 185,275,623

386,799,147

受 取 家 賃

為 替 差 損

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 営 業 外 収 益

科          目 金        額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

受 取 利 息 配 当 金

損 益 計 算 書

損 益 計 算 書損 益 計 算 書
自 令和 ２年 ４ 月 １日

至 令和 ３年 ３ 月３１日
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個別注記表 

１ 本計算書類は、東京都の政策連携団体として東京都に提出するため、会計監査人設置会社に適

用される「我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」によらず、中小企業の

ための一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行として認められている「中小企業の会計に関

する指針」に基づき、個別注記表に記載された会計の基準に準拠して作成しております。 

  「中小企業の会計に関する指針」においては、一定の場合には会計処理の簡便化や法人税法で

規定する処理の適用が容認されており、これらについては、重要な会計方針に記載しております。 

  本計算書類の作成に当たり採用した重要な会計方針は、以下のとおりです。 

 

２ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法    

貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。  

② 無形固定資産       

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

職員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 

② 退職給付引当金     

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

〈 採用している退職給付制度の概要 〉 

退職金制度として退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付引当金及び

28



退職給付費用を計算しております。また、選択制の確定拠出年金制度を設けております。    

〈 確定給付制度 〉 

ア 退職一時金制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 期首における退職給付引当金         677,416,100 円 

 退職給付費用                                108,304,500 円 

 退職給付の支払額                           △30,614,600 円 

 期末における退職給付引当金                  755,106,000 円 

イ 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 退職一時金制度の退職給付債務        755,106,000 円 

  退職給付引当金                            755,106,000 円 

ウ 退職給付に関連する損益 

 簡便法で計算した退職給付費用             108,304,500 円 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

法人税法で定める処理を適用し利息相当額をリース料総額から区分せず、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理を採用しております。 

② 消費税等の会計処理   

税抜方式によっております。 

 

３ 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

区   分 
前 期 末    

株 式 数 

当期増加   

株 式 数 

当期減少              

株 式 数 

当 期 末

株 式 数 

発行済株式 

 普通株式 
2,000 - - 2,000 

自己株式 

 普通株式 
- - - - 
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（２）配当に関する事項 

 配当金支払額    

                                    （単位：円） 

決  議 
株 式 

の種類 

配当金 

の総額 

１株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

令和２年６月 29 日

定時株主総会 

普 通 

株 式 

 

5,000,000 

 

2,500 
令和 2 年 

3 月 31 日 

令和 2 年 

8 月 1 日 

 

４ その他の注記 

「中小企業の会計に関する指針」（最終改正 平成 31 年２月 27 日：日本税理士連合会、日本公認

会計士協会、日本商工会議所、企業会計基準委員会）を適用しております。 
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